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平成２9年度 柏市消費者行政の概要

１ 消費生活担当

(1) 消費生活相談

３，３０４件 （平成２８年度比 ＋１．０％ （３，２７０件））

① 相談内容（商品・役務別）上位３位 （２８年度比増減率・件数）

１位 商品一般 ５３５件 （＋２８７．７％・１３８件 ）

２位 デジタルコンテンツ ４２６件 （▲ ３２．４％・６３０件 ）

３位 賃貸アパート １１１件 （＋ １１．０％・１００件 ）

② 契約当時者（年代別）

(2) 多重債務問題対策

弁護士による多重債務・消費者問題無料相談会を開催

＊ 多重債務問題に取り組むため，千葉県弁護士会松戸支部と東葛６市（我孫

子市，鎌ケ谷市，流山市，野田市，松戸市，柏市）が構成している連絡会

年代 ２９年度
（構成比）

２８年度比
増減率

２８年度
（構成比）

２０歳未満 ４３
（1.3％）

▲３７．７％ ６９
（2.1％）

２０歳代 ２０９
（6.3％）

▲１６．１％ ２４９
（7.6％）

３０歳代 ３３５
（10.1％）

▲１１．１％ ３７７
（11.5％）

４０歳代 ４６８
（14.2％）

▲ ２．９％ ４８２
（14.7％）

５０歳代 ４６５
（14.1％）

＋ ６．２％ ４３８
（13.4％）

６０歳代 ６５９
（19.9％）

＋３２．９％ ４９６
（15.2％）

７０歳以上 ８０３
（24.3％）

＋ ６．４％ ７５５
（23.1％）

不明 ３２２
（9.8％）

▲２０．３％ ４０４
（12.4％）

計 ３，３０４ ＋ １．０％ ３，２７０

区分 実施日時
相談件数

多重債務 消費者問題

柏市単独の開催
５月，１１月を除く毎月第３

水曜日（午後１時～４時）
２３ １０

東葛多重債務問題対策フ

ォーラム(＊)による開催

５月，１１月の第３土曜日（午

前１０時～４時）
３ ６

計 ２６ １６
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(3) 消費者教育・啓発

① 柏市消費者教育推進計画の策定

② 消費者講座等の開催

出前消費者講座 ２６回（参加人数 延べ８２５人）

公開市民講座 １回（参加人数 ４２人）

③ 学校等における消費者教育

ア 児童を対象とした講座の実施

小学校に併設している学童保育施設（こどもルーム）のうち，６校のこども

ルームの児童２３０人に対し，お小遣い帳のつけ方等の講座を，消費者団体３

団体に委託して実施。

イ 柏市消費者教育推進連絡会

学校における消費者教育の推進を図るため，学校教育部指導課及び教育研

究所と連携をはかり，小・中・高等学校の教員を委員とする連絡会を構成。

２９年度は４回開催。

・「消費者教育フェスタ㏌柏」の開催（平成２９年１１月２日）(後述）

・ 委員（教員）が自校にて消費者教育授業を実践

・ 実践事例集の作成

④ 消費生活コーディネーター／サポーターによる啓発等の活動

地域における消費生活の安全及び向上を図ることを目的に，市内各ふるさと協

議会から推薦を受けた方を消費生活コーディネーターに委嘱。

消費生活コーディネーターは，消費者トラブルを未然に防ぐため，地域の消費

者リーダーとして消費生活に関する情報を市民に提供するなど，市と地域のパイ

プ役として日々活動している。

また，消費生活コーディネーターを終了した方の中で，希望があった方を消費

生活サポーターに登録し，地域における啓発を実施。

・市内地域を５ブロックに分け，各ブロックにおいて消費生活に関する講演会を

開催

・柏駅前合同啓発活動の実施（平成２９年６月１５日）（後述）

・地域における啓発の実施（１５６回，約２６，０００枚の啓発資料を配布）

・バス（東武バス・阪東バス），タクシーの車内にポスター等を掲示

・事業者を対象とした啓発の実施

・消費生活コーディネーター研修会の実施(１０回）

・消費生活コーディネーター研修会に民生・児童委員を招き，合同研修会として

実施

⑤ 情報紙・啓発資料等の作成・配布等

・消費者情報紙（つうしん）の発行・配布（４回）

・「沼南まつり」における啓発資料の配布
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・啓発資料等の作成

（消費生活センター紹介リーフレット，路線バス掲出用ポスター，子どもの事

故防止用啓発冊子，高齢者向け啓発冊子，くらしの豆知識 など）

・市広報紙への掲載（無料弁護士相談会の開催の周知等）

⑥ 資料掲示等

・パネル展の開催（図書館本館（10/20～11/5），沼南支所（1/5～2/27））

・図書の企画展示（図書館本館(10/31～11/14））

⑦ その他

・消費者行政推進協議会の開催（３回）

・地域包括支援センターが開催する地域包括ネットワーク会議への参加

・各地域ふるさと協議会への消費生活コーディネーターの選出依頼

２ 計量担当業務

(1) 計量

① 特定計量器の定期検査

戸数 検査器数 不合格器数

指定定期検査機関による検査 ４０３戸 ９８６ ４

計量士による検査 ２９戸 ３３０ ０

② 立入検査

検査 不適正
戸数 台帳 個数 戸数 台帳 個数

商品量目 20 戸 1,368 8 戸 62

タクシーメーター 6戸 83 9 0 戸 0 0

燃料油メーター 15 戸 ‐ 178 2 戸 ‐ 3

石油ガスメーター
5戸 620 ‐ 1 戸 3 ‐

8 戸 ‐ 62 0 戸 ‐ 0

液化石油ガス 2戸 ‐ 6 0 戸 ‐ 0

③ 普及・啓発

事業名 日程 受講者等 内容

夏休み子ども教室
①8／2

②8／4

７０人

(３５組)
・天びんはかりを作る

沼南まつり

(セブンパークアリオ柏)
10／７ ―

・計量クイズの実施及び啓

発グッズの配布

・アンケートの実施

ポスター掲示

(本庁舎，中央公民館等)

10／２～

11／30
―

計量強調月間用ポスターの

掲出

家庭用計量器無料簡易検

査

11／13～

11／20
⇒

・体重計３器
・キッチンスケール３器
・体温計９器 ・血圧計４器
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(2) 製品安全４法等立入検査

根拠法令 検査品目 検査個数 違反個数

家庭用品品質表示法
ハンカチ，電子レンジなど

１８品目
８４ １２

消費生活用製品安全法
乳幼児ベッド，ライター等

など９品目
２４ ０

電気用品安全法 直流電源装置など７品目 ２６ ０

ガス事業法
開放燃焼式ガス瞬間湯沸器

など４品目
１６ ０

(3) 市民持ち込みによる食品等の放射性物質測定

公的機関の検査対象となっていない家庭菜園で栽培された野菜，自宅の庭に自

生している果実や井戸水などの自家消費される食品等を対象として，放射線測定

を実施

測定件数 ６８件（たけのこ，じゃがいも等）, 基準値超過 ０件

３ 平成２９年度に実施した主な事業

(1) 柏市消費者教育推進計画の策定

消費者行政推進協議会，消費者教育推進連絡会等における協議

パブリックコメント（平成２９年１２月１５日～平成３０年１月１５日）

(2) 「消費者教育フェスタ in 柏」の開催（平成２９年１１月２日）

主催：文部科学省，共催：柏市，柏市教育委員会

午前：授業公開（柏３小，柏中，県立柏の葉高）

午後：講演，パネルディスカッション，パネル等の展示（アミュゼ柏）

⇒ 別紙参照（柏市消費者教育推進連絡会つうしん Ｎｏ.１８）

(3) 柏駅前合同啓発活動の実施（平成２９年６月１５日）

消費生活センターと消費生活コーディネーターが合同で，柏駅の東口，西口，

南口デッキ上で，消費者トラブルの未然防止のための啓発物を配布するととも

に，周辺コンビニエンスストアに啓発用チラシの掲出を依頼に回った。

(4) 消費生活コーディネーターと民生・児童委員との合同研修会の開催

(5) 市民持ち込みによる食品等の放射線物質測定

平成２８年度までは，消費生活センター職員が，消費者庁から借用した簡易型

放射性物質分析機器を用いて測定(簡易測定）を行っていたが，平成２９年度は外

部検査機関に委託し，持ち込みがあった全ての食品等について精密測定を実施。
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平成３０年度 柏市消費生活センターの主な事業

１ 柏市消費者教育推進計画の推進

(1) 計画の目標と方向性

(2) 年度別重点推進領域

年度 特に推進する領域及び対象 推進方法

３０

年

度

・「契約・金銭管理・生活設計」

「情報社会対応」

・高齢者，幼児期～高校生期

を中心に

① インターネットを使った効果的な周知の確立

(市民・学校教職員向け)

② 学校教職員への研修講座開催の検討

③ 市民向け啓発チラシの見直し，検討

④ 高齢者見守り体制の確立

３１

年

度

・「契約・金銭管理・生活設

計」「情報社会対応」

・高齢者，幼児期～高校生期

を中心に

・チラシ，リーフレット配布先の拡充(小・中・高

等学校，大学，幼稚・保育園，事業所等）

・市民向け消費者講座の拡充

・インターネットトラブル対応の拡充

・高齢者見守り体制の拡充

３２

年

度

・「消費者市民社会の構築」

「商品安全」

・全世代対象

・連携先及び相談先のデータベース化

・前期２年間を振り返り，未実施部分について

見直し検討・実施

３３

年

度

・「消費者市民社会の構築」

「商品安全」

・全世代対象

・推進の効果を計るアンケート調査の実施

・次期計画策定に向けての検討開始

３４

年

度

・「消費者市民社会の構築」

「商品安全」

・全世代対象

・次期計画策定の協議，年度末に策定

・学校教育等における消費者教育の推進

・地域・家庭における消費者教育の推進

・職域における消費者教育の推進

【方向性１】
ライフステージや場に応じた体系的な消費者教育の推進

・地域人材（消費生活コーディネーター等）の育成・活動支援

・消費生活相談員及び消費者教育相談員の育成

・学校教職員への動機付け及び実践への支援

・消費者教育の効果的な情報発信機能の強化

・関係部署との連携

・地域との連携

・消費者団体との連携

・事業者等との連携

【方向性２】
消費者教育を担う人材の育成･効果的な情報発信機能の強化

【方向性３】
多様な主体(行政･警察･地域団体･消費者団体･事業者等)との連携

☞ 柏市版消費者教育の
体系イメージマップ

消
費
者
市
民
社
会
の
実
現
に
向
け
て
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☞ 柏市版消費者教育の体系イメージマップ
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(3) ３０年度重点推進方法の具体策

① インターネットを使った効果的な周知の確立（市民・学校教職員向け）

→ 柏市消費生活センター Web の整理，見直し

→ ツイッターによる情報提供（再開）

→ メール配信サービスによる効果的な情報提供

② 学校教職員への研修講座開催の検討

→ 学校教職員が利用するポータルサイトの整理

→ ７月に開催する平成３０年度第１回消費者教育推進連絡会では，消費者教

育の専門家を招き講演をしてもらうが，これを連絡会委員ではない教職員に

も公開

→ 消費者教育実践事例集の発行の継続

③ 市民向け啓発チラシの見直し，検討

→ 消費生活センターが発行する情報紙（つうしん）について，新鮮な情報を

見やすい紙面で提供できるよう見直す

④ 高齢者見守り体制の確立

→ 平成３０年１月実施の消費生活コーディネーター研修を，民生・児童委員

との合同実施としたが，３０年度も合同研修を継続して実施（計画中）

→ 地域包括支援センターとの連携の強化（７月に実施する消費生活コーディ

ネーター研修は，各地域包括支援センターと消費生活コーディネーターの合

同研修として実施する。また，各地域包括支援センターが開催するネットワ

ーク会議に積極的に参加する。）

→ 消費生活センターが発行する情報紙（つうしん）を，高齢者向け配食業者

を通じて配布する。

⑤ その他

ア 成年年齢引き下げを踏まえ，高等学校における消費者教育を推進

→ 柏市内の各高等学校に対し，消費者教育の推進について依頼するととも

に，消費生活センターが実施する出前消費者講座の活用を依頼

→ 柏市内の各高等学校の図書館にて，消費生活に関する図書の企画展示の

実施を呼びかけ

イ 幼児期の子どもとその親を対象とした消費者啓発を行うべく，庁内他課や

私立幼稚園協会との連携を検討

ウ 柏駅前合同啓発活動を２９年度に続き実施（１０月を予定）

エ 広報かしわ ３０年４月１５日号の１面で，インターネット通信販売の消費

者トラブルにかかる注意喚起の記事を掲載（併せて消費者教育推進計画の策

定について掲載）

オ 消費生活サポーター制度の再構築

消費生活サポーターの登録者を増やすべく，資格要件を緩和した


